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令和８年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ）

No 14 府 省 庁 名  農林水産省 

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（ ） 

要望 

項目名 

所得税における生命保険料控除制度の拡充の恒久化に併せた一時払生命保険の個人住民税における生命保険

料控除制度の控除の適用対象からの除外等 

要望内容 

（概要） 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要）

生命保険料控除は、所得税額・個人住民税額の計算上、支払った生命保険料のうち、一定の金額の所得控

除が可能となるもの。 

・特例措置の内容

令和８年分所得税において講じられた、23歳未満の扶養親族を有する場合の一般生命保険料控除枠の所得

控除限度額に対する２万円の上乗せ措置の恒久化と併せて、「令和６年度税制改正大綱（令和５年 12 月 14

日 自由民主党・公明党）」・「令和７年度税制改正大綱（令和６年12月20日 自由民主党・公明党）」におい

て示された、一時払生命保険を控除の適用除外とすることについて要望するもの。 

（※）令和６年度税制改正大綱【抜粋】 

３．経済社会の構造変化を踏まえた税制の見直し 

（１）子育て支援に関する政策税制 

③ 子育て世帯に対する生命保険料控除の拡充

所得税において、生命保険料控除における新生命保険料に係る一般枠（遺族保障）について、23歳未

満の扶養親族を有する場合には、現行の４万円の適用限度額に対して２万円の上乗せ措置を講ずる。 

  なお、一般生命保険料控除、介護医療保険料控除及び個人年金保険料控除の合計適用限度額について

は、現行の12万円から変更しない。 

  また、一時払生命保険については、既に資産を一定程度保有している者が利用していると考えられ、

万が一のリスクへの備えに対する自助努力への支援という本制度の趣旨と合致しないことから、これを

控除の適用対象から除外する。 

（※）令和７年度税制改正大綱【抜粋】 

３．経済社会の構造変化を踏まえた税制の見直し 

（２）子育て世帯への支援 

① 子育て支援に関する政策税制

ハ 子育て世帯に対する生命保険料控除の拡充

令和８年分所得税において、生命保険料控除における新生命保険料に係る一般枠（遺族保障）につ

いて、23歳未満の扶養親族を有する場合には、現行の４万円の適用限度額に対して２万円の上乗せ措

置を講ずる。 

なお、一般生命保険料控除、介護医療保険料控除及び個人年金保険料控除の合計適用限度額につい

ては、現行の12万円から変更しない。 

一時払生命保険については、２万円の上乗せ措置を時限的に講じている間は控除の適用対象から除

外しないこととする。 

関係条文 地方税法第34条第１項第５号、第314条の２第１項第５号 

所得税法第76条、租税特別措置法第41条の15の５ 

減収 

見込額 

（ ― ） ［平年度］ 精査中 （ ― ） ［初年度］ 精査中 

［改正増減収額］  ―    （単位：百万円） 
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要望理由 

（１）政策目的 

  生命保険料控除制度の拡充により、子どもを扶養する世帯における自助のための環境を整備し、生活

の安定を確保する。 

（２）施策の必要性 

少子高齢化が進展し、全世代対応型の持続的な社会保障制度の構築に向けた見直しの検討が進められ

る中、社会保障制度を補完する自助の仕組みである私的保障の果たす役割はますます重要なものとなっ

ている。 

こうした状況下において、特に子どもを扶養している世帯においては、遺族の生活資金の備え等とし

て、生命保険（生命共済）の遺族補償としての役割が高まっており、子どもを扶養する世帯の生活の安

定を図る観点から、私的保障により、子どもの教育費用や万一の場合の遺族の生活費に備えられるよう、

自助のための環境を整備することが必要である。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

― 
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 今年度が初めての要望である。 


